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はじめに 

 

いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心

身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身

体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。 

本校では、これまでもいじめは決して許されない行為であるとともに、どの子供

にもどの学級でも起こりうるものであることを十分認識の上、その防止と対策にあ

たってきたところである。 

本方針は、児童（生徒）の尊厳を保持する目的の下、町・学校・家庭・地域住

民・その他の関係者が連携し、いじめの問題の克服に向けて取り組むよう、いじめ

防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）の施行を受け

て、法第１３条の規定に基づき、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発

見およびいじめへの対処をいう）のための対策を総合的かつ効果的に推進するため

に策定されたものである。 
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第１ 美里中学校基本方針の策定 

１ 策定の目的 

  本校におけるいじめの根絶に向けて、児童（生徒）の尊厳を保持するとともに、町・学校・

家庭・地域住民・その他の関係者の連携の下、実効あるいじめ防止対策を総合的かつ効果的に

進めるため、いじめ防止対策推進法(平成２５年法律第７１号。以下「法」という。)第１３条

の規定に基づき、本校におけるいじめの未然防止、早期発見及びいじめへの対処(以下「いじめ

防止等」という。)の基本的な方針を示すものとして、美里中学校「いじめ防止等のための基本

的な方針」(以下「学校基本方針」という。)を定める。なお、策定に当たっては、文部科学大

臣の定めた「いじめの防止等のための基本的な方針」を参酌(法第１３条)するとともに、本校

の実情を踏まえたものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２  いじめの定義  

  法第２条にあるように、「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在

籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となっ

た児童等が心身の苦痛を感じているもの」をいう。 

 

 ３  いじめ防止等のための対策の基本理念 

  いじめ防止等のための対策は、町・学校・家庭・地域住民・その他の関係者の連携の下、次

のことを基本として行わなければならない。 
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 いじめは全ての子供に関係する問題であることから、安心して学習等に取り組むことがで

き、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるよう、未然防止に努める。 

 いじめを行わず、また、いじめを認識しながらこれを放置することがなく、全ての子供がい

じめの問題に関して理解を深められるよう、お互いに尊重し合う意識や態度を育てることを目

指す。 

 いじめは決して許されないことであるが、どの学校でも、どの子供にも起こり得ることか

ら、いじめが子供たちの心身に重大な影響を及ぼすという認識に立ち、迅速かつ組織的に対応

する。 

（学校いじめ防止基本方針） 

第１３条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実

情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるもの

とする。 

 

・ 町立小・中学校は、町基本方針を参酌し、当該小・中学校の実情に応じた学校いじめ防

止 

基本方針(以下「学校基本方針」という)を策定する(法第１３条)。 

・ 学校基本方針は、いじめ防止等の基本的な方向や取組の内容等について定める。 

・ 町立小・中学校は、学校基本方針を策定した後、速やかに公表し、保護者、地域の理解

と 

協力が得られるよう努める。 

 



第２ いじめ防止等のための対策の内容に関する事項 

 １ いじめ防止等のために本校が実施する施策 

（１） いじめ防止等に取り組む組織 

 

 

 

 

 

 本校の実情に応じ、いじめ防止等の対策を実効的に行うための常設の組織として「美里

中学校いじめ問題対策委員会」（以下「問題対策委員会」という。）を設置する。 

 問題対策委員会は、本校の生徒指導・教育相談部会を母体とし、管理職、主幹教諭（教

務主任）、生徒指導主任、教育相談主任、学年生徒指導担当、養護教諭を基本の構成員と

する。さらに、個別の事案に応じて町臨床心理士、学年主任、学級担任や部活動顧問等も

加えることができるものとする。 

・当該組織は、全教職員でいじめ防止等の共通理解を図り、学校全体でいじめ対策を行

う中核となる役割を担う。 

・当該組織は、学校基本方針が学校の実情に即して機能しているかを点検し、必要に応

じて見直す。 

・教育委員会は、当該組織が機動的に機能するよう、必要な指導、助言又は援助を行う。 

 

 問題対策委員会の具体的な役割は以下のとおりである。 

ア いじめ防止の取り組みの実施 

 ・週１回の部会において、学年生徒指導担当より情報収集を行う。 

 ・いじめに発展しそうな事案においては、早期対応を検討・実施・検証する。 

イ いじめ防止に向けた年間計画の作成・実行・検証 

 ・いじめ問題の組織的対応やいじめがわかった時の学校での対応を校内研修で実施す

る。 

 ・特活主任と道徳主任と連携し、防止に向けた学活や道徳を実施する。 

ウ いじめの相談・通報の窓口 

エ 情報の収集と共有 

 ・管理職との報告、連絡、相談を密にし、素早い対応にあたる。 

オ いじめの疑いに係る情報があった時の対応を組織的に実施 

 ・管理職を中心に指導や支援にあたるチームをつくり、それぞれが複数で対応する。 
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（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織） 

第２２条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うた

め、当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他

の関係者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。 



  （２） いじめ防止等に関する措置 

    ア いじめの未然防止 

     いじめはどの学校にも起こりうるという事実を踏まえて、全ての生徒を対象に、いじめ

の未然防止に取り組む。 

     未然防止の基本として、生徒が心の通じ合うコミュニケーション能力を育み、規律正し

い態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような授業づくりや集団づくりを行う。

また、集団の一員としての自覚や自身を育むことにより、互いを認め合える人間関係・学

校風土をつくる。 

     更に、教職員の言動が、生徒を傷つけたり、他の生徒によるいじめを助長したりするこ

とのないよう、指導の在り方に細心の注意を払う。 

    (ア) 信頼関係の構築（教師と生徒、教師と保護者） 

・ 何か問題が起った時だけでなく、生徒と日頃から関わり（世間話ができたり、本音

が聞けたり、落ち着かせたり）が持てる教員を増やす（意図して関わる）。 

・ 日々の子どもたちの様子（指導場面の内容や、特に頑張っていた時の様子）等を保

護者に伝えておく。 

・ 保護者アンケート（学校評価）を行い、子どもに対する不安を解消することに役立

てる。 

・ 家庭通知を行い、家庭からの協力を得る。 

    (イ) 学級づくり 

美里中向上３原則 

（１）時間を守る(登下校、授業、給食など) 

（２）規律ある授業をする(授業とは教科等にとどまらず、朝会、集会等も含め) 

・あいさつ ・チャイム着席 ・授業前に授業道具を揃える 

・姿勢をよくする ・つっぷしをしない 

（３）美しい学校(教室)づくりに徹する(授業の崩れは汚れた学校(教室)から） 

・授業前にゴミを拾う、教室の机を揃える(放課後も) 

・授業が終わったらきれいな黒板に(授業のスタートは新しい黒板で) 

・ 上記の美里中向上３原則をもとに生徒が安心して学校生活を送れるように配慮する。 

・ 人権の視点に立ち、自分のよさや自分との違いのよさを認める活動を推進する。 

・ 生徒会活動など生徒が自主的に取り組むいじめ問題への取り組みを支援する。 

   （ウ）学習指導 

     ・ 楽しい授業、わかる授業、子どもの出番のある授業を行う。 

   （エ）インターネットを通じて行われるいじめの防止 

     ・ 道徳や学活の時間に人権の視点に立った授業を行う。 

・ 非行防止教室においてインターネットやSNSの使い方を扱い、ネットにおける「加害

者」「被害者」にならないように指導を行う。 

・ ＰＴＡ理事会にて、保護者に情報提供を行う。 
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    イ 早期発見 

     いじめは大人の目につきにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装って行

われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることが多い。そのこと

を教職員は、認識し、些細な兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い

段階から的確に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく、いじめを積極

的に認知することが必要である。 

     このため、日頃から生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め、生徒が示す変化や危険信

号を見逃さないよう、アンテナを高く保つ。併せて、学校はアンケート調査や教育相談の

実施等により、生徒がいじめを訴えやすい体制を整え、いじめの実態把握に取り組む。 

   また、生徒に対し、いじめられていることを誰かに相談することは恥ずかしいことでは

ないことを十分に理解させる。 

    ※「いじめ対応マニュアル」「彩の国 生徒指導ハンドブック『New I’s』を参考、活用

する。 

     ・ 教師が次の授業が空き時間の場合は教室周辺に残り、授業開始を見届けてから職員

室へ戻る。 

・ 教師による休み時間のトイレ点検を行う。 

・ 毎日のやりとり帳の「生徒と教師」のやり取りを大切にする。 

 

    ウ いじめに対する措置 

     いじめに対する措置を行うに当たっては、まず、教職員全体でいじめ問題に取り組む体 

    制を作ることが重要である。 

     いじめの発見・通報を受けた場合には、教職員が個人で判断することや、一部の教職員 

    で抱え込むことがないよう、速やかに組織的に対応し、被害生徒を守り通すとともに、加

害生徒に対しては当該児童生徒の人格の成長を旨として、教育的配慮の下、毅然とした態

度で指導する。これらの対応は、教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機関・専門

機関との連携を図る。  

    ※「彩の国 生徒指導ハンドブック『New I’s』を参考、活用する。 

    ※いじめ対応マニュアルの活用 

      町立小・中学校においては、児童生徒の実態を踏まえ、既存の「いじめ対応マニュ

アル」の内容を『New I’s』を参考に、適宜、見直し、修正を加える。 

    ※各月の校長会等でのいじめに関する報告 

      町立小・中学校は、いじめの認知、対応について、毎月の校長会で、必ず、教育委

員会に報告する。 

さらに、いじめを認知し、指導した際には、適宜、教育委員会に報告する。教育委

員会は、必要に応じて、詳細を調査すると共に、小・中学校に対し、指導、助言をす

る。 
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 ３ 重大事態への対処 

  （１） いじめ防止等に関する措置 
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重大事態とは・・・ 

一 いじめにより児童生徒の生命・心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認

めるとき。 

二 いじめにより児童生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

があると認めるとき。 

                                        （法第２８条第１項より） 

重大事態に対する調査・報告体制

町議会
町 長

（法第３０条第３項）

⑤ 再調査結果報告

④再調査（法第３０条第２項）
※再調査が必要とみとめるとき

埼玉県教育委員会
北部教育事務所

附属機関
（法第３０条第２項に
基づき必要に応じて

設置）

附属機関
（法第１４条第３項）

⑥ 町長及び教育委員会
は、必要な措置を講ずる
（法第３０条第５項）

調査諮問

調査結果答申

教育委員会随時報告

必要に
応じて

①発生の報告
（法第３０条第１項）

③ 調査結果の報告

調査諮問

調査結果答申

重大事態発生

②調査組織
（法第２８条第１項）
いじめ対策支援チーム
・被害者直接指導班
・加害者直接指導班
・間接指導班



  （２） 教育委員会又は学校による調査 

      ・ 学校は、重大事態が発生した時は、その旨を教育委員会を通じて速やかに町に報告する。

（法第３０条第１項）【図①発生の報告】 

   ・ 教育委員会又は学校は、その事態に対応するとともに、速やかに組織を設け、事実関係

を明確にするための調査を実施する（法第２８条第１項）。【図②調査】 

     なお、学校が主体の調査では重大事態への対処及び同種の事案の発生の防止に必ずしも

十分な結果を得られないと教育委員会が判断するときや、学校の教育活動に支障が生じ

るおそれがあるような時は、教育委員会が調査を実施する。 

   ・ 調査は必要に応じて、教育委員会に設置した調査委員会が行う。 

   ・ 教育委員会又は学校は、いじめを受けた生徒及びその保護者に対し、当該調査に対し､ 

当該調査に係る必要な情報を適切に提供するものとし（法第２８条第２項）、提供に当

たっては、他の生徒等のプライバシー保護に配慮する等適切な方法で提供する。 

   ・ 教育委員会は、学校が調査を行うときは、必要な指導、助言又は支援を行う（法第２８

条第３項）。 

   ・ 教育委員会又は学校は、法第２８条第１項の規定による調査の結果について、町長に報

告する。なお、いじめを受けた児童等又は保護者から申し出があったときは、いじめを

受けた児童等又は保護者の所見をまとめた文書を受理し、当該文書を調査報告に添える

ものとする。【図③調査結果報告】 

    ※重大事件に該当するか否かについては、いじめを受ける児童等の状況に着目して判断す

るとともに、いじめられた児童等や保護者からの申し立てがあったときは、適切か つ

真摯に対応する。 

 

  （３） 重大事態の報告を受けた町長の再調査等 

   ・ 町長は、法第２８条第１項の規定により教育委員会又は、学校が行った調査の結果につ

いて、必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、再調

査を行うことができる（法第３０条第２項）。【図④再調査】 

   ・ 再調査においても、当該生徒及びその保護者に対し、当該調査に係る必要な情報を提供

するに当たっては、他の生徒等のプライバシー保護に配慮する等適切な方法で提供する。 

   ・ 町長は、教育委員会又は学校が行った調査の結果について再調査を行った時は、その 

結果を議会に報告する（法第３０条第３項）。【図⑤再調査結果報告】 

   ・ 町長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、当該 

     調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必 

     要な措置を講ずる（法第３０条第５項）。【図⑥必要な措置を講ずる】 

 

第３ その他いじめの防止等のための対策に関する事項 

  基本方針の取組の検証・見直し 
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 本校は、基本方針に定めるいじめ防止等の取組が実効的に機能しているか、検証し、必要

に応じて見直す。 


